
公益財団法人全日本剣道連盟 専門委員会規則 
                          

（目的） 
第１条 この規則は、公益財団法人全日本剣道連盟（以下「全剣連」という。）の定款

第４６条第５項に基づき、専門委員会の組織及び運営に関し必要な事項を定め

ることを目的とする。 
    
（設置及び任務） 
第２条 全剣連に、専門委員会として、次の委員会を置く。 

（１）総務委員会 
（２）普及委員会 
（３）女子委員会 
（４）指導育成委員会 
（５）称号・段位委員会 
（６）試合・審判委員会 
（７）社会体育指導員委員会 
（８）国際委員会 
（９）居合道委員会 
（10）杖道委員会 
（11）医・科学委員会 
（12）アンチ・ドーピング委員会 
（13）広報委員会 
（14）アスリート委員会 

２ 専門委員会は、別表に定める担当事項の区分に応じ、当該担当事項について

調査及び研究を行い、必要に応じて全剣連の理事会（以下「理事会」という。）

の諮問に答えるものとする。 
 
（組織、委員の任期等）  
第３条 専門委員会は、当該専門委員会の専門委員（以下「委員」という。）として委

嘱された者で組織する。 
  ２ 委員は、全剣連理事その他の者の中から全剣連の会長（以下「会長」という。）

が選考し、理事会の決議によって委嘱する。 
  ３ 委員の任期は、委嘱の日から２年以内に終了する事業年度のうち、最終のも

のに関する定時評議員会の終結の時までとする。ただし、任期満了までに退任

した委員の補欠として選任された委員の任期は、退任した委員の任期の満了す

る時までとする。 
４ 委員は、任期満了後においても、後任の委員が就任するまでの間、なお委員

としての職務を行うものとする。委員は、再任を妨げない。  
５ 会長は、委員の中から委員長１人を選定するものとする。ただし、総務委員

会の委員長は、専務理事をもって充てる。    
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（運営） 
第４条 委員長は、専務理事と協議の上、必要に応じて専門委員会を招集するものと

する。当該専門委員会の議長は、委員長とする。 
  ２ 全剣連の会長、副会長及び専務理事は、専門委員会に適宜出席し、必要に応 

じて意見を述べるものとする。委員は、他の専門委員会の委員長の許可を得て、 
当該他の専門委員会に参考人として出席し、意見を述べることができる。 

３ 専門委員会は、必要に応じ全剣連理事（会長・副会長・専務理事を除く。） 
及び学識経験者その他の者を参考人として招致し、その意見を聴くことができ

る。 
４ 専門委員会は、開催の都度、その議事結果の要旨を記録するとともに、専務 

理事に対し、これを報告しなければならない。 
   
（小委員会等） 
第５条  専門委員会に、別に定めるところにより小委員会等（以下「小委員会等」と

いう。）を置く。 
２ 小委員会等は、専門委員会の担当事項のうち特定のものに関する調査及び研

究等を行い、当該専門委員会に対し、当該調査及び研究等の結果を報告するも

のとする。 
  ３ 第３条の規定は、小委員会等の組織、委員の任期等について準用する。 
 
 

附 則 
 

  １ この規則は、平成２５年４月１日から施行する。 
  ２ この規則は、一部改正し令和元年６月４日から施行する。 
  ３ 令和２年９月１６日公益財団法人認定により、公益財団法人全日本剣道連盟 

に改称する。 
  ４ この規則は、一部改定し令和３年６月１８日から施行する。 
 

 


